
 

 

能代市公告第４号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第１項及び能代市財政報告

書の作成及び公表に関する条例（平成１８年能代市条例第３９号。以下「条例」とい

う。）第２条の規定に基づき、能代市の財政状況を別紙のとおり公表する。 

 なお、条例第４条第２項の規定に基づき、公表の日から６か月間、能代市総務部財

政課において閲覧に供する。 

 

 

  令和元年５月２９日 

 

                      能代市長  齊 藤 滋 宣    

 



別紙

《能代市の財政状況》 （平成３１年３月３１日現在）

【一般会計】

平成３０年度予算額 ２８２億３，３１３万円

平成２９年度からの繰越額 　　６億９，６９７万円

合　計 ２８９億３，０１０万円

＜歳入＞

収入済額　　　２５２億４，７４７万円

収 入 率　　　８７．３％（対前年同期比較　７．２ポイント増）

○歳入予算と収入率 （単位：万円）

前年同期 前年同期

平成30年度 平成29年度 合　　計 平成30年度 平成29年度 合　　計 収入率 収入率 比　較

からの繰越額 からの繰越額 (％) (％) (ポイント)

市 税 615,084 615,084 603,874 603,874 98.2 99.1 △0.9

地 方 交 付 税 864,946 864,946 864,946 864,946 100.0 100.0 0.0

国 庫 支 出 金 348,452 10,416 358,868 337,067 5,544 342,611 95.5 96.0 △0.5

県 支 出 金 219,609 219,609 118,118 118,118 53.8 55.0 △1.2

市 債 293,060 55,290 348,350 93,000 41,410 134,410 38.6 6.4 32.2

そ の 他 482,162 3,991 486,153 456,797 3,991 460,788 94.8 87.3 7.5

合 計 2,823,313 69,697 2,893,010 2,473,802 50,945 2,524,747 87.3 80.1 7.2

　平成３０年度の一般会計歳入予算総額は２８２億３，３１３万円で、うち平成２９年度から繰り越したのは６億９，
６９７万円です。収入済み額は２５２億４，７４７万円で、収入率は８７．３％です。
　平成３０年度の市税は収入率が９８．２％となっております。市債、県支出金の収入率が低いのは、出納整理期間中
の収入が多いことによるものです。

歳　入　科　目

収　　　入　　　済　　　額予　　　　　算　　　　　額
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市     税 

地方交付税 

国庫支出金 

県 支 出 金 

市     債 

そ  の  他 

億円 

歳入予算と収入率 
30年度予算額＋29年度からの繰越額 
収入済額（【 】内の数値は収入率） 

86億4,946万円 

(1億416万円) 

21億9,609万円 

34億8,350万円 

48億6,153万円 

61億5,084万円 

86億4,946万円 

34億2,611万円 

11億8,118万円 

【38.6%】 

【94.8%】 

  

【100.0%】 

【95.5%】 

【53.8%】 

13億4,410万円 

46億788万円 

(5億5,290万円) 

(3,991万円) 

※ （  ）内は29年度からの繰越額 

  

35億8,868万円 

60億3,874万円 【98.2%】 



＜歳出＞

執行（支出）済額　　２３９億５，５３８万円

執行（支出）率　　　８２．８％（対前年同期比較　１．９ポイント増）

○歳出予算と執行（支出）率 （単位：万円）

前年同期 前年同期

平成30年度 平成29年度 合　　計 平成30年度 平成29年度 合　　計 執行率 比較

からの繰越額 からの繰越額 (％) (ポイント)

総 務 費 355,730 15,649 371,379 287,704 12,014 299,718 80.7 64.1 16.6

民 生 費 984,987 1,035 986,022 812,829 1,035 813,864 82.5 83.7 △1.2

衛 生 費 177,512 265 177,777 149,831 265 150,096 84.4 82.8 1.6

土 木 費 296,496 14,059 310,555 226,262 13,710 239,972 77.3 76.1 1.2

消 防 費 129,131 129,131 123,945 123,945 96.0 94.2 1.8

教 育 費 280,726 13,871 294,597 206,728 13,111 219,839 74.6 86.0 △11.4

公 債 費 319,661 319,661 293,395 293,395 91.8 89.1 2.7

そ の 他 279,070 24,818 303,888 230,376 24,333 254,709 83.8 84.8 △1.0

合 計 2,823,313 69,697 2,893,010 2,331,070 64,468 2,395,538 82.8 80.9 1.9

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

公 債 費

そ の 他

予　　　　　算　　　　　額 執　行　（支　出）　済　額

歳　出　科　目
執行率
（％）

　平成３０年度の一般会計歳出予算総額は２８２億３，３１３万円で、うち平成２９年度から繰り越したのは６億９，
６９７万円です。執行済み額は２３９億５，５３８万円で、予算額の８２．８％を執行しています。
　平成２９年度から繰越した主なものは、県営ほ場整備事業費１億５，５８８万円、道の駅ふたつい整備事業費１億
３，３６０万円、技術開発センター・木の学校改修事業費８，８６８万円、道路改良事業費（交付金）６，９６２万円
等です。
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総務費 

民生費 

衛生費 

土木費 

消防費 

教育費 

公債費 

その他 

億円 

歳出予算と執行（支出）率 
30年度予算額＋29年度からの繰越額 

執行済額（【 】内の数値は執行率） 

※ （  ）内は29年度からの繰越額 

37億1,379万円 

98億6,022万円 

17億7,777万円 

31億555万円 

12億9,131万円 

29億4,597万円 

31億9,661万円 

30億3,888万円 

  

81億3,864万円 

15億96万円 

23億9,972万円 

12億3,945万円 

21億9,839万円 

29億3,395万円 

25億4,709万円 

  

【82.5%】 

【84.4%】 

【77.3%】 

【96.0%】 

【74.6%】 

【91.8%】 

【83.8%】 

  

(1億3,871万円） 

  

  

(1億4,059万円） 

29億9,718万円 【80.7%】 

(1億5,649万円） 

(2億4,818万円） 



＜歳入予算の割合＞

（単位：万円、％）

予算額 構成比

615,084 21.8

28,154 1.0

62,132 2.2

自 主 分 担 金 及 び 負 担 金 10,275 0.4

使 用 料 及 び 手 数 料 39,871 1.4

財 源 財 産 収 入 116,938 4.1

寄 附 金 5,425 0.2

繰 越 金 74,140 2.6

952,019 33.7

864,946 30.6

348,452 12.3

219,609 7.8

293,060 10.4

地 方 譲 与 税 27,300 1.0

依 存 利 子 割 交 付 金 800 0.0

配 当 割 交 付 金 1,200 0.0 　　前年同期と比較して、自主財源の割合は２．７ポイント増加し

株式等譲渡所得割交付金 1,200 0.0 　ております。主な変動としては、財産収入が約１０億９千万円、

財 源 地 方 消 費 税 交 付 金 107,200 3.9 　繰越金が約９千万円の増加、繰入金が約８億５千万円の減少と

ゴルフ場利用税交付金 0 0.0 　なっております。

自動車取得税交付金 4,900 0.2

地 方 特 例 交 付 金 2,027 0.1

交通安全対策特別交付金 600 0.0

1,871,294 66.3

2,823,313 100.0

＜歳出予算の割合＞

（単位：万円、％）

予算額 構成比

356,627 12.6

575,138 20.4

319,458 11.3

1,251,223 44.3

289,289 10.2

905 0.0

290,194 10.2

382,820 13.6

72,279 2.6

406,217 14.4

105,812 3.7

14,355 0.5 　　前年同期と比較して、義務的経費では、公債費が約２億６千万

41,992 1.5 　円の増加、人件費が約２千万円、扶助費が約２億８千万円の減少と

258,421 9.2 　なっております。

2,823,313 100.0 　　また、普通建設事業費は、道の駅ふたつい整備事業費の減などに

　より、約１４億１千万円の減少となっております。

項　　　　　　　　　　目

そ の 他

市 税

繰 入 金

諸 収 入

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

そ の 他

人 件 費

項　　　　　　　　　　目

小　　　　　　　　　　計

扶 助 費

公 債 費

義　務　的　経　費　計

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

投　資　的　経　費　計

合　　　　　　　　　　計

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

合　　　　　　　　　　計

小　　　　　　　　　　計

市 債

地 方 交 付 税

※繰越額は除いています 

21.8% 
市税 

繰入金 
1.0% 

諸収入 

2.2% 

その他 
8.7% 

国庫支出金 12.3% 

その他 5.2% 

地方交付税 
30.6% 

市債 10.4% 

県支出金 

7.8% 自主財源 

33.7% 

依存財源 

66.3% 

※繰越額は除いています 

人件費 12.6% 

扶助費 

20.4% 

公債費 11.3% 

補助費等 14.4% 

物件費 

13.6% 

繰出金 

9.2% 

普通建設事業費 

10.2% 

その他 8.3% 



＜市税＞

（単位：万円、％）

予 算 額 収 入 済 額 収 入 率 市民１人当たり・１世帯当たりの納税額

250,770 242,405 96.7 （平成３１年３月３１日）

個 人 市 民 税 194,200 185,410 95.5 　　　　人口 52,819 人

法 人 市 民 税 56,570 56,995 100.8 　　　　世帯 24,367 世帯

302,093 301,664 99.9 税　　　目

16,540 16,543 100.0 市　民　税 45,894 円 99,481 円

45,500 43,066 94.7 固定資産税 57,113 円 123,800 円

0 0 0.0 軽自動車税 3,132 円 6,789 円

180 198 110.0 市たばこ税 8,154 円 17,674 円

615,083 603,876 98.2

P

税 目

１人当たり １世帯当たり

　市税の各税目の収入済額を前年同期と比較すると、個人市民税が３，４９８万円、法人市民税が６，６
７５万円、軽自動車税が６８５万円、市たばこ税が１９万円、入湯税が１５万円それぞれ増加しており、
固定資産税が７，５０９万円減少しております。
　１人当たりの納税額を前年同期と比較すると、市民税が２，７３５円、軽自動車税が１８５円、市たば
こ税が１５４円の増加となっています。また、１世帯当たりの納税額については、市民税が４，４７５
円、軽自動車税が３０２円、市たばこ税が６４円の増加となっています。

合 計

市 民 税

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

鉱 産 税

入 湯 税

0 5 10 15 20 25 30 35

予算額 

収入済額（【 】内の数値は収納率） 

個人市民税 

固定資産税 

億円 

  

    

軽自動車税 

市たばこ税 

5億6,570万円 

30億2,093万円 

1億6,540万円 

4億5,500万円 

市税 予算と収納率 

5億6,995万円 

30億1,664万円 

【94.7%】 

  

【100.8%】 

【99.9%】 

1億6,543万円 

4億3,066万円 

【100.0%】 

法人市民税 

18億5,410万円 

19億4,200万円 

【95.5%】 



＜市債＞

平成３０年度末市債現在高見込（予算ベース） 市債残高状況（予算ベース）

（単位：万円、％） （単位：万円、％）

市 債 残 高 構 成 比 年 度 市 債 残 高 前 年 比 較 前 年 比

普 通 債 土 木 293,706 8.7 平成25年度末 2,850,249 37,568 101.3

農 林 水 産 146,888 4.4 平成26年度末 2,909,856 59,607 102.1

教 育 574,667 17.1 平成27年度末 3,162,839 252,983 108.7

住 宅 228,671 6.8 平成28年度末 3,274,846 112,007 103.5

商 工 16,722 0.5 平成29年度末 3,376,538 101,692 103.1

そ の 他 951,713 28.2 平成30年度末 3,370,113 △6,425 99.8

2,212,367 65.7

災害復旧債 土 木 6,606 0.2

農 林 水 産 551 0.0

教 育

7,157 0.2

そ の 他 減 税 補 て ん 債 15,398 0.5

臨時税収補てん債

臨時財政対策債 1,135,191 33.7

1,150,589 34.1

3,370,113 100.0

2

3

4

5

＜一時借入金＞ 借入限度額 ２０億円

借入現在高 　　０円

合 計

区 分

　市債の残高は前年度末と比較して、６，４２５万円（０．２％）減少しています。主な要因は、合併特例事業
債（地域振興基金造成事業）の償還終了による減少が挙げられます。

平成３０年度末 市債現在高見込（予算ベース） 

8.7% 

29億3,706万円 

普通債（住宅債） 6.8% 

22億8,671万円 

14億6,888万円 

災害復旧債 0.2% 

7,157万円 

臨時財政対策債 33.7% 

普通債（商工＋その他） 28.7% 

96億8,435万円 

240 280 320

平成25年度末 
平成26年度末 
平成27年度末 
平成28年度末 
平成29年度末 
平成30年度末 

億円 

普通債 65.7% 

普通債（教育債） 17.1% 

57億4,667万円 

普通債（土木債） 

普通債（農林水産債） 4.4% 

113億5,191万円 

減税補てん債 0.5% 

1億5,398万円 

  

  



 

 

能代市の管理する財産（平成３０年度末見込） 

 

土  地  １，８１６ヘクタール 

建  物  ２９万平方メートル 

立  木  １０年生以上 ６０万立方メートル 

車  両  １９１台 

出 資 金  ３億３，４２１万円 

有価証券  ４，６０８株 

基  金   １１０億２，８４９万円 

（内 訳）  財政調整基金                 ５９億８，７７９万円 

減債基金                           ２３億８，１３８万円 

            きみまち恋文基金                ４６万円 

地域振興基金            １２億８，９４６万円 

ふるさと納税基金             ７，９０８万円 

            福祉基金                     ２億５，１９０万円 

            災害救助基金                     １，５８８万円 

港湾利活用地域振興基金          ４，７０４万円 

奨学基金               ２億４，０６０万円 

      ふるさと人材育成・定住促進奨学基金  １億５，５５４万円 

ふるさと創生基金               ５億３，９３６万円 

      土地開発基金               ４，０００万円 



【特別会計】

平成３０年度予算額 １５２億５，２８８万円

平成２９年度からの繰越額

合　計 １５２億５，２８８万円

○特別会計予算と収入済額・執行（支出）済額 （単位：万円）

特　別　会　計　名 収入済額 収入率 執行率

(％) (％)

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 11,857 0 11,857 6,936 58.5 10,471 88.3

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 1,523 0 1,523 366 24.0 1,456 95.6

浄 化 槽 整 備 事 業 特 別 会 計 16,982 0 16,982 8,884 52.3 16,306 96.0

浅 内 財 産 区 特 別 会 計 181 0 181 184 101.7 122 67.4

常 盤 財 産 区 特 別 会 計 500 0 500 500 100.0 442 88.4

鶴 形 財 産 区 特 別 会 計 237 0 237 238 100.4 154 65.0

檜 山 財 産 区 特 別 会 計 224 0 224 502 224.1 125 55.8

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 629,306 0 629,306 584,894 92.9 553,085 87.9

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 66,046 0 66,046 65,685 99.5 65,770 99.6

介 護 保 険 特 別 会 計 798,432 0 798,432 662,221 82.9 687,413 86.1

合 計 1,525,288 0 1,525,288 1,330,410 87.2 1,335,344 87.5

　※端数処理により、合計、内訳、率が一致しないことがあります。

出納計算書

チェック

　特定事業の経費や収入を取り扱う会計を特別会計といいます。現在、市には１０の特別会計があり、１０会計の予算額
の合計は以下のとおりとなります。

 執行(支出)
済額

平成３０年度
平成２９年度
からの繰越額

合　　計

予　　算　　額


